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① スーパー中枢港湾プロジェクトの推進（Ｐ５，Ｐ１１，Ｐ３２）

② 臨海部物流拠点の形成（Ｐ３４）

③ 臨海部産業エリアの形成（Ｐ３７）

④ 港湾における情報化の推進（シングルウィンドウへの一元化、出入管理システム）（Ｐ１１）

＜国民の安全・安心＞

⑤ 基幹的広域防災拠点の整備と運用体制の確立（Ｐ１３，Ｐ３９，Ｐ５２，Ｐ５６，Ｐ６０）

⑥ 港湾の事業継続計画（ＢＣＰ）の策定 （Ｐ１４，Ｐ５２）

＜効率的・効果的な事業の実施＞

⑨ 施設の性能規定化、港湾施設の適切な維持管理（Ｐ２５，Ｐ２７）

⑩ 海洋に関する施策の推進（海洋基本計画への対応）（Ｐ２７）
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平成１６年度（７月２３日）

○スーパー中枢港湾の指定
（京浜港、伊勢湾（名古屋港・四日市港）及び阪神港）

平成１７年度
○次世代高規格コンテナターミナルの形成支援

・港湾法改正、補助制度（その他施設費）の創設

○指定特定重要港湾の指定
○特定国際コンテナ埠頭の運営者の認定

【次世代高規格コンテナターミナルの形成イメージ】

平成１８年度

○港湾全体のコスト・サービスの向上
・埠頭公社の改革によるターミナルの管理運営効率化
・内航・道路・鉄道等マルチモーダル物流ネットワークの整備

（鉄道積替施設等）

アジア主要港を凌ぐ我が国港湾のコスト・サービス水準の実現により、国際競争力の強化を図るため、官民連携のもとで、ハード
とソフトが一体となった総合的な施策を強力に推進。

目標：２２年度までにアジアの主要港を凌ぐコスト・サービスを実現
港湾コストは、釜山港・高雄港並みになる約３割低減。
リードタイムは現状3～4日をシンガポール港並みの１日程度に短縮。

個別の施設及び
オペレーションシ
ステムによる運営

現行ターミナル

奥行き350m～400m

延
長

35
0m

水深-14m～15m

次世代高規格コンテナターミナル

奥行き500m以上

延
長

1,
00

0m
以

上

水深-16m

地方部へ

高規格コンテナターミナルの整備

コンテナデポ
（その他施設費）

鉄道積替施設
（その他施設費）

24時間フルオープン支援施設
（その他施設費）

埠頭公社改革の推進

ターミナルの
高規格化・大規模化
一体運営

荷さばき施設等
（無利子貸付
税制特例）

平成１９年度

○コンテナターミナルにおけるゲートの高規格化

○スーパー中枢港湾との内航ネットワーク強化
搬出入ゲートの
高規格化
（ゲート前情報
提供施設等）平成２０年度

○臨海部物流拠点（ロジスティクスセンター）の形成

○内航フィーダー輸送強化支援施設の整備

国内海上輸送ネットワーク
の強化

岸壁ヤードの長期貸付
（国有財産法等の特例）

①スーパー中枢港湾プロジェクトの推進



コンテナターミナルコンテナターミナル

ＩＣ

大規模コンテナターミナルと一体的に、高度で大規模な「大規模コンテナターミナルと一体的に、高度で大規模な「臨海部物流拠点（ロジスティクスセンター）臨海部物流拠点（ロジスティクスセンター）」を」を
整備・再編。整備・再編。

コンテナターミナルの隣接地域に高度な物流施設の集積を行い、コンテナターミナルの機能のコンテナターミナルの隣接地域に高度な物流施設の集積を行い、コンテナターミナルの機能の
一層の強化を図る。一層の強化を図る。

臨海部物流拠点

国際RORO・
フェリーターミナル

コンテナターミナル

目的

施策

（臨港地区等において設定）

＊無ナンバーのコンテナターミナル内専用シャーシ等

臨港道路等インフラの整備

民間物流施設の立地の支援
共同デポ等の整備

特殊車両＊の通行手続の円滑化

事例

②臨海部物流拠点の形成

・東京港、横浜港、名古屋港、四日市港、北九州港において、整備局・港湾管理者等からなる
検討体制を構築し、臨海部物流拠点の形成に向けた検討を開始する。

○平成２０年度の施策

・大阪港、神戸港、博多港において、臨海部物流拠点の形成を推進する。



③臨海部産業エリアの形成

・ 公共的利用を確保しつつ民間事業者による一体的な埠頭運営

・ 民間物流施設の立地の支援
・ 大型岸壁、臨港道路等インフラの整備

・ 特殊車両＊の通行手続の円滑化

バルク貨物を取扱う大型の多目的国際埠頭の機能を高度化することによって産業物流を効率化し、地域の産業の活性化・立バルク貨物を取扱う大型の多目的国際埠頭の機能を高度化することによって産業物流を効率化し、地域の産業の活性化・立

地促進を図る。地促進を図る。

目的

施策

１．民間事業者による効率的な埠頭運営１．民間事業者による効率的な埠頭運営

２．埠頭と隣接地域の一体的な活用２．埠頭と隣接地域の一体的な活用

３．臨海部産業の立地の促進３．臨海部産業の立地の促進

＊工場敷地内専用の重量物積載車両等

【対象となる埠頭】

・ バルク貨物の輸送の効率化により地域の産業の国際競争力の強
化を図るべき重要港湾にある埠頭であること

・ 主としてバルク貨物を取り扱う岸壁の水深が －１４ｍ以上の埠頭で

あること

・ 埠頭の背後に、バルク貨物の輸送、保管等に関する業務を 行う

ための十分な用地が確保されていること

岸壁(-14m)

桟橋
（二次配送用）

臨海部産業エリア
（臨港地区等において設定）

港湾関連用地

臨海部産業エリアの形成
－徳山下松港・石炭貨物輸送の効率化－

公共埠頭

高能率貨物取扱支援施設の整備
公共埠頭に隣接する民間の用地を民
間事業者が効率的に運営

民間事業者による
効率的な公共埠頭の運営

荷主企業
（石炭火力発電所） 石炭の配送

ﾍﾞﾙﾄｺﾝﾍﾞｱ
石炭を各地に
２次配送

・ 民間事業者による高能率貨物取扱支援施設の整備

貯炭場と公共埠頭の一体的な活用

【施策の具体的内容】

事例

民間による一体的な埠頭運営を行うとともに、隣接する民間による一体的な埠頭運営を行うとともに、隣接する
臨海部産業との連携強化により、産業物流の効率化を臨海部産業との連携強化により、産業物流の効率化を
図る「図る「臨海部産業エリア臨海部産業エリア」を形成。」を形成。



○輸出入・港湾手続（６府省７システム）の電子申請窓口の
一元化、 反復申請の回避等を実現

○７システムのうち港湾EDIとNACCSは統合

○NACCS（税関手続）を運営する独立行政法人通関情報セ
ンターを民営化し、民営化会社が関連システムを一元運営

次世代シングルウィンドウの概要
（20０８年10月稼働予定）

府省共通ポータル
（統一電子申請窓口）

申請者

統合

乗員上陸許可
支援システム
（入国管理）

検疫所
（検疫手続）

港湾EDI
（港湾手続）

NACCS
（税関手続）

JETRAS
（貿易管理）

FAINS
（食品衛生）

PQ-NETWORK
（植物検疫）

ANIPAS
（動物検疫）

○独立行政法人通関情報処理センター⇒民営化

○民営化会社が輸出入手続、港湾関係手続等のシ
ステムを一元的に運営

申請窓口

一元化

④港湾における情報化の推進

港湾における迅速な貨物の移動を確保し、物流効率性の
向上を図るため、コンテナターミナルへの出入りを確実かつ
円滑に管理する出入管理システムを構築

○現行の紙の許可証による出入管理では、本人確認に時間を要するため、国際
コンテナターミナルのゲート前でトラックの混雑が発生。

○ターミナル毎に異なる許可証が発行されており、トラック事業者は複数のカード
を所持しなくてはならない。

現状と課題

ゲート付近の混雑（写真左）
現状：複数のカードが必要（写真右）

施策の内容

『出入管理システム』の構築により、コンテナターミナルにおいて共通カー
ドによる出入管理を実施し、保安のレベルを下げることなく、コンテナ貨物の
確実かつ円滑な輸送を確保する。

出入管理システムのイメージ

リーダー
ＩＤ（利用者ＩＤ、生体情報）の読取

本人確認の迅速化
共通カードによる利便性

向上なりすましの防止

リーダー利用者ＩＤ

ゲート

全国レベルの
情報処理システム

混雑の解消

全国ﾚﾍﾞﾙの情報処理ｼｽﾃﾑ
ＩＤ（利用者ＩＤ、生体情報）の登録・管理

利便性の向上

次世代シングルウィンドウの構築
（輸出入・港湾手続等に係る窓口の完全一本化）

コンテナターミナルの出入管理システムの構築



緊急物資の
仕分け・一時保管

緊急物資の搬出・搬入

緊急物資の
仕分け・一時保管

緊急物資の搬出・搬入

⑤基幹的広域防災拠点の整備と運用体制の確立

平成２０年３月に整備完了 平成２０年度より整備に着手＜川崎港東扇島地区＞ ＜堺泉北港堺２区地区＞

複数の都道府県に被害が及ぶような大規模災害発生時に、緊急物資の中継拠点や広域支援部隊のベースキャンプとして機能
する基幹的広域防災拠点を首都圏及び京阪神都市圏に整備するとともに、国による災害時の運用体制を 構築する。

東京港

川崎港

横浜港

千葉港

【東扇島地区】

【有明の丘地区】非常災害発生時の川崎港東扇島地区の運用イメージ
（平常時は川崎市管理の緑地として市民に開放）

施策

事例

堺泉北港堺２区地区

堺泉北港

H20年度予算措置
・基幹的広域防災拠点（緑地）
・臨港道路Ⅱ

阪神高速4号湾岸線

整備中
・岸壁(-7.5m)(耐
震) 
・臨港道路Ⅰ

三宝ＩC（既設）

整備中
・岸壁(水深7.5m)

(改良)(耐震) 
・臨港道路Ⅰ

目的

首都直下地震等の非常災害発生時に、迅速かつ効果的な応急復旧活動を展開することを可能とし、人的・物的被害を可能な限り
軽減する。



BCP：Business Continuity Plan

港湾機能の維持のため
に、港湾（物流）に関係す
る多様な組織の個々のＢ
ＣＰと連携した「港湾全体
のＢＣＰ」の策定が必要

これにより、企業の事業継続計画の内
容が、より実態に即したものになる

企業の
ＢＣＰ

大震災後も企業の
事業活動が可能に

物流が機能するためには、
多くの人・組織のネットワーク
が機能する必要あり

大震災でネットワークが寸断

経済が麻痺
（一箇所でもﾎﾞﾄﾙﾈｯｸがある
と全体が麻痺）

企業の
BCP策定

の前提

被災時において、必要な機能を発揮
するハード施設があることが前提

耐震強化岸壁や港湾広域
防災施設等の整備が必要

港湾全体のＢＣＰ

船社のＢＣＰ

パイロットの
ＢＣＰ

倉庫業のＢＣＰ

海保・運輸局・
ＣＩＱのＢＣＰ

港運会社
のＢＣＰ

ﾀｰﾐﾅﾙｵﾍﾟ
ﾚｰﾀのＢＣＰ

陸運業のＢＣＰ

電力、通信等
のＢＣＰ

タグのＢＣＰ

港湾管理者
のＢＣＰ

国の
ＢＣＰ

協働マニュアル
により

協働体制を形成

個々の事業継続
（BC）の連携があってはじ
めて港湾全体のBCが実現

道路の
ＢＣＰ

（例） 一週間後には、通常どおり、工場へ部品
供給が可能としているが、実際、港湾ＢＣＰ
に基づく復旧により、一週間後にはコンテ
ナによる部品の搬入が可能

河川の
ＢＣＰ

下支え

⑥港湾の事業継続計画（ＢＣＰ）の策定



-6.4％

⑦地球温暖化を巡る動向

我が国における主な動向

京都議定書目標達成計画の改訂
2008年から2012年までの第１約束期間における6％削減。
約束の確実な達成に向け、追加対策等を盛り込んだ
「新・京都議定書目標達成計画」を2008年3月に閣議決定。

1.6％(約2000万t-CO2/年)

国内対策（排出抑制、森林
吸収）で最大限努力し、なお
目標達成に不足する差分に
つき、京都メカニズムの活
用が必要

約１億t-CO2×5年＝

13億5,900万トン
（+7.7%）

京都議定書削減約束
（2008年～2012年）

1,300

1,200

1,100

1,000

（百万トンCO2）

－0.６％

2005年度

排出量
基準年排出量
（原則1990年）

7.0%の排出削
減が必要

2006年度
排出量(速報値)

12億6,100万トン

吸収源対策で3.8%

京都メカニズムで1.6%

－６％

13億4,100万トン
（＋6.4%）

我が国におけるCO2排出状況

2006年度のCO2排出量は12億7500万トン（基準年11.4%増）であ
り、運輸部門では1990年比で増加しているが、2001年度以降
は減少傾向。

一定規模以上の輸送能力を有する輸送事業者、年間の
発注量が一定規模以上である荷主に対し、省エネ計画の
作成、エネルギー使用量等の定期報告を義務づけ。

京都議定書では、1990年に対し６％削減と明記

「気候変動に関する政府間パネル（IPCC:International Panel 
on Climate Change）第4次評価報告書」では、化石エネルギー
源を重視しつつ高い経済成長を実現する社会においては21世
紀末で約4.0℃の上昇が予測されている。

２６～５９ｃｍ１８～３８ｃｍ海面上昇

約４．０℃

(2.4℃～6.4℃)

約１．８℃

(1.1℃～2.9℃)
気温上昇

【最悪のケース】
化石エネルギー源を

重視しつつ高い経済

成長を実現する社会

【最良のケース】
環境の保全と経済の

発展が地球規模で

両立する社会

２６～５９ｃｍ１８～３８ｃｍ海面上昇

約４．０℃

(2.4℃～6.4℃)

約１．８℃

(1.1℃～2.9℃)
気温上昇

【最悪のケース】
化石エネルギー源を

重視しつつ高い経済

成長を実現する社会

【最良のケース】
環境の保全と経済の

発展が地球規模で

両立する社会

国土交通大臣

一定規模以上の輸送能力を
有する輸送事業者

省エネ計画の作成・提出

エネルギー使用量（原単位）
省エネ措置の取組状況

等の定期報告

一定規模以上の貨物輸送を
発注する荷主

省エネ計画の作成・提出

エネルギー使用量（原単位）
省エネ措置の取組状況

等の定期報告

主務大臣
（経済産業大臣及び事業所管大臣）

※省エネの取組が著しく遅れている場合、勧告、命令、罰則

国土交通大臣

改正省エネ法※（輸送に係る措置）の概要IPCC第４次評価報告書による予測
※エネルギーの使用の合理化に関する法律

-6％
吸収源対策で3.8％
京都メカニズムで1.6％

7.0％の排出削減が
別途必要

１９９０年比

2008年7月に、政府は我が国が低炭素社会へ移行していくための具体
的な道筋を示した「低炭素社会づくり行動計画」を閣議決定。2050年ま
でに我が国の温室効果ガス排出量の60％～80％を削減することを長
期目標として掲げるとともに、具体的施策を提示。

低炭素社会づくり行動計画の策定



「コンテナ物流の総合的集中改革プログラム」をはじめとする効率的な物流体系の構築により、炭素排出量を削減する

とともに、港湾における発生源対策として、船舶版アイドリングストップ（陸上電力供給施設等の整備）を推進する。

効率的な物流体系の構築
～モーダルシフト、渋滞緩和等～

船舶版アイドリングストップの推進
～陸上電力供給施設等の整備～

【船舶版アイドリングストップのイメージ】

ケーブル

陸上電源

ＣＯ２等

陸側接続盤

受・送電施設

ケーブル

船側接続盤

電気ケーブル

公共事業の一環
として整備

接岸中の船舶が必要とする電力を、船内発電から陸上施設

供給に切り替え（船舶版アイドリングストップ）、港湾における
CO2、SOX等の排出ガスを削減する。

施策の概要

○ コンテナ物流総合改革プログラムの推進
経済団体や港湾関係者との協働のもと港湾を核とした

物流を総合的に改革してゆく先導的な官民協働プロ
ジェクト等により、物流効率化を推進し、それを通じて
炭素排出量を削減。

○内航フィーダー・はしけ輸送へのシフト
温室効果ガス排出量の少ない

内航船等による輸送により、

排出ガスを削減。

○鉄道貨物輸送へのシフト
温室効果ガス排出量の

少ない鉄道による輸送により、

排出ガスを削減。

○コンテナデポの整備による両荷輸送の実現
コンテナデポにおいて輸入コンテナと輸出コンテナを

マッチングさせ効率的な両荷輸送を実現することで、輸
送に伴う排出ガスを削減。

コンテナの
はしけ輸送

鉄道
貨物輸送

⑧港湾行政のグリーン化の推進



抵抗力

波力

許容される滑動量

抵抗力

波力

従来の設計法

より合理的な
構造断面へ

性能規定化による

設計法

許容される滑動量を考慮
することにより、必要と
なる抵抗力が小さくなる。

堤体に作用する波力に
対して必要な抵抗力
（堤体重量）を確保

国際規格であるISO規格の性能規定化等を踏まえ、港湾
の技術基準についても、多様な設計方法により建設費用
の縮減が可能となるよう技術基準を見直す。

⑨施設の性能規定化、港湾施設の適切な維持管理

事例

施策

堤体の縮小（コスト縮減）を期待

【①性能規定化による建設費用の縮減】

施策

目的

【②維持管理計画の策定等によるライフサイクルコストの最小化】

港湾施設の必要な機能を維持しつつ、将来の更新・改良コスト
の縮減、平準化を図る。

点検診断、維持補修のあり方を盛り込んだ維持管理計画を
策定し、港湾施設の計画的かつ適切な維持管理を行うこと
によって、施設のライフサイクルコストの縮減を推進する。

事例

桟橋の裏面の鉄筋コンクリートが
塩害により腐食

表面を修復することで、
桟橋本体を長寿命化

○維持・改良工事により施設を長寿命化した事例

目的

平成19年度より港湾の施設の技術上の基準を性能規定
に変更。これに併せて設計の技術基準との適合性を確認
する登録確認機関制度を創設。

維持工事＋
改良工事のコスト

更新工事のコスト

小

大

ライフサイクルコストを
縮減

効
用
・性
能

標準的供用限界

供用期間

当初のライフサイクル

維持管理計画を策定し、
適切に維持管理した場合

長寿命化

維持工事

維持管理が
不適切な場合

改良工事

更新工事

効
用
・性
能

標準的供用限界

供用期間

当初のライフサイクル

維持管理計画を策定し、
適切に維持管理した場合

長寿命化

維持工事

維持管理が
不適切な場合

改良工事

更新工事
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施策の効果的な実施、関係者の責務及び相互の連携・協力、情報の積極的な公表

① 海洋資源の開発及び利用の推進
水産資源の管理措置の充実、取締り強化等。エネルギー・鉱物資源の商業化に向け資源調査等を推進。

② 海洋環境の保全等
海洋保護区のあり方の明確化と設定、水環境の改善、漂流・漂着ゴミ対策、地球環境保全への貢献。

③ 排他的経済水域等の開発等の推進
大陸棚限界設定の努力。科学的調査等の制度整備を含む検討・措置。エネルギー・鉱物資源開発計画。

④ 海上輸送の確保
外航海運業の国際競争条件整備、船員等の育成・確保のための環境整備、海上輸送拠点の整備。

⑤ 海洋の安全の確保
安全の確保のための制度の整備、体制強化、海上交通の安全確保、自然災害への対応強化等を推進。

⑥ 海洋調査の推進
海洋管理に必要な海洋調査の実施、海洋情報の一元的管理・提供・蓄積体制の整備。

⑦ 海洋科学技術に関する研究開発の推進等
研究開発の推進、船舶等の施設設備や人材等の基盤整備及び関係機関の連携強化。

⑧ 海洋産業の振興及び国際競争力の強化
経営体質の強化、技術力の維持等による競争力の強化、海洋バイオマス等新技術の開発・導入。

⑨ 沿岸域の総合的管理
総合的な土砂管理の取組等の陸域と一体の施策、適正な利用関係の構築、管理のあり方の明確化等の推進。

⑩ 離島の保全等
離島の保全・管理に関する基本的方針の策定、創意工夫を生かした産業振興等による離島の振興。

⑪ 国際的な連携の確保及び国際協力の推進
周辺海域の秩序、国際約束の策定等に対応。国際的取組への参画、諸分野での国際協力を推進。

⑫ 海洋に関する国民の理解の増進と人材育成
海の日における表彰等の行事の推進、学校教育及び社会教育の充実、人材の育成。

第２部 政府が総合的かつ計画的に講ずべき施策

① 海洋の開発及び利用と
海洋環境の保全との調和

水産資源の回復、エネ
ルギー・鉱物資源の技術
開発プログラムの策定等が必要

② 海洋の安全の確保
安全の確保のための制度の

整備と体制強化、海上交通の
安全確保、自然災害の脅威へ
の対応強化等が必要

③ 科学的知見の充実
海洋に関する調査・研究体制

の整備、人材の育成・確保、
研究開発の戦略的推進等が
必要

④ 海洋産業の健全な発展
海洋産業の国際競争力や

経営基盤の強化、新産業創出
の促進等が必要

⑤ 海洋の総合的管理
海洋の様々な特性を総合的に

検討する視点を持って、国際海
洋秩序の形成、EEZ等の適切な
管理等に取り組むことが必要

⑥ 海洋に関する国際的協調
海洋秩序の形成・発展に

先導的役割を果たすとともに、
国際司法機関の活用・支援、
国際連携・協力の積極的推進
等が必要

第１部 基本的な方針

第３部 その他必要な事項

目標１ 海洋における全人類的課題への先導的挑戦
目標２ 豊かな海洋資源や海洋空間の持続可能な利用に向けた礎づくり
目標３ 安全・安心な国民生活の実現に向けた海洋分野での貢献

計画期間：５カ年間
（５年後（平成２４年度）を見通して策定）

目指すべき
政策目標

国連会議の様子
出典：国連広報センターＨＰ

しんかい６５００
出典：（独）海洋研究開発機構ＨＰ

コンテナ船
出典：国土交通省港湾局ＨＰ

タンカー火災事故
出典：海上保安庁ＨＰ

サンゴと魚たち
出典：水産庁ＨＰ

総合海洋政策本部参与会議の様子
出典：総合海洋政策本部ＨＰ

⑩海洋に関する施策の推進（海洋基本計画への対応）


